
　

高
度
プ
ロ
フ
ェ

ッ
シ
ョ
ナ
ル
制
度

等
を
盛
り
込
ん
だ

働
き
方
改
革
関
連

法
や
カ
ジ
ノ
法
の

強
硬
採
決
を
経
て
、

今
年
も
安
倍
首
相

の
国
民
不
在
の
政

権
運
営
を
繰
り
返

し
た
通
常
国
会
が
終
わ
っ
た
。

▼
安
倍
首
相
は
自
民
党
総
裁
選

に
向
け
「
蝉
の
声
を
聴
き
な
が

ら
考
え
る
」
と
し
た
が
、
西
日

本
豪
雨
時
の
赤
坂
自
民
亭
の
問

題
を
よ
そ
に
関
係
者
と
の
会
食

を
続
け
、
総
裁
の
続
投
に
躍
起

だ
。
ち
ょ
う
ど
一
年
前
に
稲
田

前
防
衛
大
臣
の
日
報
問
題
が
発

覚
し
た
が
、
稲
田
氏
は
ツ
イ
ッ

タ
ー
に
憲
法
擁
護
派
を
「
憲
法

教
と
い
う
新
興
宗
教
」
と
投
稿

し
た
。
憲
法
理
念
を
没
却
し
、

右
派
思
想
を
押
し
付
け
る
様
は

今
の
安
倍
政
権
の
強
権
姿
勢
と

同
じ
で
あ
り
、
政
治
の
劣
化
を

覚
え
る
▼
今
年
の
夏
は
西
日
本

豪
雨
、
異
常
な
進
路
を
た
ど
っ

た
台
風
、
更
に
は
危
険
な
猛
暑

と
異
常
気
象
が
続
い
て
い
る
。

天
候
は
人
間
で
は
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
が
で
き
な
い
が
、
原
因
で
あ

る
地
球
温
暖
化
は
人
類
の
叡
智

で
対
策
が
打
て
る
。
ま
し
て
や

異
常
な
政
局
は
な
お
さ
ら
だ
▼

ヒ
ロ
シ
マ
・
ナ
ガ
サ
キ
の
日
、

更
に
は
終
戦
の
日
を
迎
え
た
。

異
常
な
政
治
下
だ
が
、
戦
後
73

年
の
歴
史
を
振
り
返
り
、
平
和

に
想
い
を
馳
せ
る
日
々
は
永
遠

に
続
け
た
い
。
そ
こ
か
ら
異
常

な
政
治
を
変
え
る
原
動
力
や
ヒ

ン
ト
を
得
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

実
感
で
き
る
賃
金
改
善
程
遠
く

政
府
追
随
の
定
年
延
長
の
見
解
表
明
も

2018人事院勧告

 

８
月
２
日
、
県
職
労
は
職
員
を
取
り
巻
く
課
題
の
う
ち
、
育
児
等
の
両
立
支
援
と
長
時
間
労

働
是
正
を
テ
ー
マ
に
達
増
知
事
と
の
意
見
交
換
を
行
っ
た
。
知
事
は
、
生
活
と
仕
事
の
両
立
が

大
事
で
あ
り
、
組
織
全
体
で
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
こ
と
、
長
時
間
労
働
是
正
に
向
け
取
り
組

む
と
の
基
本
姿
勢
を
示
し
た
。

　

８
月
10 
日
、
人
事
院
は
５
年
連
続
の
月
例
給
・
一
時
金
の

プ
ラ
ス
改
定
を
柱
と
す
る
勧
告
を
行
っ
た
。
し
か
し
、
全
世

代
が
実
感
で
き
る
賃
金
改
善
と
は
程
遠
い
ほ
か
、
政
府
追
随

の
定
年
延
長
の
見
解
が
示
さ
れ
る
な
ど
課
題
山
積
の
内
容
と

な
っ
た
。

▲達増知事との面談に臨む県職労４役（右から二人目が小野委員長）㊤、回答・コメントする達増知事㊦

本年の給与改定の骨子（勧告）
○月例給・ボーナスとも引き上げ
・民間給与との較差0.16％を埋めるため、俸給表を改定。
・ボーナスを引上げ（0.05月分）。民間支給状況を踏まえ勤勉手当に配分
○民間給与との比較
＜月例給＞民間との較差　655円（0.16％）
　行(一)について、初任給は1,500円引上げ。若年層も1,000円引き上げ。その他は400円
の引き上げ（平均改定率0.2％）。他の俸給表も行（一）との均衡を基本に改定。　
＜ボーナス＞民間の支給割合　4.46月
　民間支給割合に見合うよう　4.40月→4.45月（＋0.05月）引上げ
　（再任用職員にあっては、2.30月→2.35月（＋0.05月引上げ））

○実施時期　月例給：2018年4月1日　ボーナス：法律の公布日
２　給与制度の諸課題
○住居手当（報告）
　受給者の増加の状況を注視しつつ、職員の家賃負担の状況、民間の支給状況等を踏まえ、必
要な検討（改定なし）※官民較差3,000円程度ある
○宿日直手当（勧告）
　所要の改定（通常１回当たり4,200円⇒4,400円　＋200円）

○月例給
官民較差（655円）うち、俸
給表への反映は583円に（は
ね返り72円）。中高齢層職
員への引上げ額は昨年同様
一律400円となり、５年連続
の賃金引上げ勧告であるも
実感が持てる賃金改善とは
程遠いことは明らか。

○ボーナス
引上げ分を勤勉手当に配分
することにより、評価制度
や休業による調整での影響
が大きくなることから、問
題視されている。

○実施時期
月例給は4月に遡及して改定
（差額支給）。
ボーナスは12月期に増額支
給となる。

○諸手当
昨年度からの継続課題であ
る住居手当の改善勧告がな
いのは極めて遺憾。宿日直
手当は小幅な改定にとどま
る。

今年期末手当
勤勉手当

来年期末手当
勤勉手当

1.225月（支給済み）
0.90月（支給済み）
1.30月
0.925月

1.375月（改定なし）
0.95月（現行0.90月）
1.30月
0.925月

６月期 　　　　　　　　　　12月期
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①
職
員
の
働
き
方

　

東
日
本
大
震
災
の
復
興
業
務

や
増
加
す
る
県
政
課
題
へ
の
対

応
も
あ
り
、
職
員
は
か
な
り
大

変
だ
と
感
じ
て
い
る
と
し
、
生

活
と
仕
事
の
両
立
は
大
事
で
あ

り
、
人
間
ら
し
い
働
き
方
を
し

て
い
く
た
め
に
工
夫
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
と
し
た
。
県
職
労

か
ら
は
沿
岸
地
域
に
赴
任
す
る

職
員
の
住
居
確
保
等
が
課
題
で

あ
る
と
し
、
職
員
に
報
い
る
配

慮
を
強
く
求
め
た
。

②
育
児
等
の
両
立
支
援

　

個
別
事
情
に
配
慮
し
な
が
ら

仕
事
を
す
る
こ
と
が
ワ
ー
ク
・

ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
基
本
的

考
え
方
で
あ
る
と
し
、
柔
軟
に

対
応
し
つ
つ
、
常
に
実
情
を
見

な
が
ら
工
夫
す
る
必
要
が
あ
る

と
し
た
。
そ
の
う
え
で
、
イ
ク

ボ
ス
宣
言
で
も
所
属
長
な
ど
に

趣
旨
を
浸
透
さ
せ
て
組
織
全
体

で
子
育
て
に
優
し
い
働
き
方
を

進
め
る
必
要
が
あ
る
と
し
た
。

③
長
時
間
労
働
是
正

　

長
時
間
労
働
の
最
終
的
な
責

任
は
知
事
に
あ
る
が
、
所
属
長

に
も
長
時
間
労
働
と
な
ら
な
い

よ
う
に
工
夫
し
な
が
ら
是
正
の

取
り
組
み
を
進
め
る
と
し
た
。

④
締
め
く
く
り

　

意
見
交
換
の
継
続
に
つ
い
て

理
解
を
示
し
た
う
え
で
、
県
職

労
に
対
す
る
敬
意
を
示
し
、
今

後
も
人
事
当
局
に
も
の
を
言
っ

て
も
ら
い
た
い
こ
と
、
労
使
そ

れ
ぞ
れ
の
立
場
で
頑
張
る
こ
と

が
大
事
で
あ
る
と
し
、
県
職
労

へ
の
期
待
感
を
示
し
た
。

今
後
の
取
り
組
み

　

県
職
労
は
改
め
て
知
事
の
基

本
姿
勢
を
確
認
し
た
う
え
で
、

知
事
発
言
を
も
と
に
、
確
定
闘

争
を
は
じ
め
あ
ら
ゆ
る
機
会
で

実
態
を
当
局
に
訴
え
な
が
ら
、

職
場
環
境
改
善
に
全
力
を
挙
げ
る
。

【
月
例
給
・
一
時
金
】

　

月
例
給
の
官
民
較
差
が
６
５

５
円
（
０
・
16
％
）
あ
る
と
し
、

初
任
給
１
、
５
０
０
円
、
若
年

層
１
、
０
０
０
円
の
改
定
を
行

う
一
方
、
そ
の
他
は
一
律
４
０

０
円
の
改
定
に
と
ど
ま
っ
た
。

特
に
も
給
与
制
度
の
総
合
的
見

直
し
の
現
給
保
障
期
間
が
来
年

３
月
末
に
迫
る
な
か
、
一
層
の

賃
金
改
善
策
が
不
可
欠
で
あ
り
、

国
人
勧
と
同
様
の
賃
上
げ
で
は

来
年
４
月
に
は
賃
下
げ
に
陥
る

こ
と
か
ら
、
水
準
維
持
が
県
人

勧
闘
争
の
最
大
の
焦
点
と
な
る
。

　

一
時
金
の
官
民
較
差
が
０
・

06
月
あ
る
と
し
、
０
・
05
月
の

プ
ラ
ス
改
定
と
な
っ
た
（
支
給

月
数
は
４
・
45
月
に
改
定
。
再

任
用
職
員
は
０
・
05
月
の
プ
ラ

ス
）
。
県
の
一
時
金
支
給
月
数

は
４
・
35
月
と
国
と
０
・
05
月

の
格
差
が
あ
る
な
か
、
国
人
勧

と
併
せ
て
０
・
１
月
の
プ
ラ
ス

改
善
が
必
要
で
あ
り
、
県
人
勧

で
強
く
求
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

【
諸
手
当
改
善
】

　

住
居
手
当
に
関
し
、
官
民
較

差
が
３
、
０
０
０
円
発
生
し
て

い
る
に
も
関
わ
ら
ず
改
定
に
踏

み
切
ら
な
い
こ
と
は
遺
憾
で
あ

り
、
県
人
勧
闘
争
で
実
態
を
踏

ま
え
た
改
善
を
求
め
る
必
要
が

あ
る
。
宿
日
直
手
当
は
若
干
の

改
善
だ
が
、
業
務
実
態
か
ら
は

程
遠
い
。

【
長
時
間
労
働
等
の
諸
課
題
】

　

長
時
間
労
働
の
上
限
規
制
を

人
事
院
規
則
で
設
け
る
と
し
た

が
、
現
場
に
お
け
る
実
効
性
あ

る
対
策
が
一
層
求
め
ら
れ
る
。

【
定
年
延
長
】

　

国
追
随
・
賃
下
げ
を
前
提
と

す
る
定
年
延
長
制
度
の
意
見
の

申
出
を
し
た
。

《
定
年
制
度
の
見
直
し
》

　

一
定
の
準
備
期
間
を
確
保
し

つ
つ
定
年
を
段
階
的
に
65
歳
に

引
き
上
げ
。
段
階
的
な
引
上
げ

期
間
中
は
、
雇
用
確
保
の
た
め

現
行
の
再
任
用
制
度
を
存
置

《
役
職
定
年
制
の
導
入
》

　

組
織
活
力
を
維
持
す
る
た
め
、

当
分
の
間
、
役
職
定
年
制
を
導

入
（
60
歳
で
導
入
）

《
定
年
前
の
再
任
用
短
時
間
勤
務

　
制
の
導
入
》

　

希
望
に
基
づ
き
短
時
間
勤
務

を
可
能
と
す
る
制
度
を
導
入
。

《
60
歳
超
の
職
員
の
給
与
》

・
60
歳
を
超
え
る
職
員
の
俸
給

8.2達増県知事と意見交換

労
働
環
境
の
改
善
に
は
労
使
の
工
夫
必
要

育
児
等
の
両
立
支
援
と
長
時
間
労
働
是
正
テ
ー
マ
に

育
児
等
の
両
立
支
援
と
長
時
間
労
働
是
正
テ
ー
マ
に

知
事 ―

 
県
職
労
の
活
動
に
期
待
感
示
す

月
額
は
60
歳
前
の
70
％
の
額
と

し
、
俸
給
と
関
係
す
る
諸
手
当

等
は
60
歳
前
の
７
割
を
基
本
に

手
当
額
等
を
設
定

・
60
歳
を
超
え
る
職
員
の
給
与

の
引
き
下
げ
は
、
当
分
の
間
の

措
置
。
民
間
給
与
の
状
況
を
踏

ま
え
、
60
歳
前
の
給
与
カ
ー
ブ

も
含
め
て
在
り
方
を
検
討

【
県
人
事
委
員
会
勧
告
闘
争
へ
】

　

県
地
方
公
務
員
共
闘
会
議
で

は
、
人
勧
の
結
果
や
通
勤
手
当

な
ど
の
負
担
解
消
等
の
継
続
課

題
を
踏
ま
え
、
８
月
21
日
に
県

人
事
委
員
会
に
要
請
書
を
提
出

し
、
闘
争
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
る
。

組
合
員
の
結
集
を
お
願
い
す
る
。
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林
業
振
興
の
た
め
増
員
を

林
業
技
術
セ
ン
タ
ー
・
福
祉
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー
が
学
習
会

体
制
強
化
・
職
場
改
善
は
急
務

活
動
の
活
性
化
で
加
入
拡
大
を

一
関
支
部
が
定
期
大
会
開
催

若
年
層
の
精
神
疾
患
が
増

管
理
職
へ
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
セ
ミ
ナ
ー
必
須
を
呼
び
か
け

第
１
回
職
員
労
働
安
全
衛
生
管
理
委
員
会

▲支持者のみなさんと４選を喜ぶ若柳よしあきさん

支部活動方針等を決めた一関支部定期大会

核
兵
器
廃
絶
・
核
兵
器
開
発
即
時
中
止
を
訴
え
行
進

73
回
目
の
夏　

改
め
て
核
兵
器
の
恐
ろ
し
さ
訴
え
る

２
０
１
８
平
和
集
会

▲「核兵器廃絶」と「恒久平和」を訴え盛岡市内をデモ行進

▲「ビリョクだけどムリョクじゃない」取組み報告を行う高校生平和大使

県
職
労

▲要求書取りまとめの林業技術センター分会学習会

▲「児相体制強化が急務」福祉総合相談センター分会学習会

相
談
セ
ン
タ
ー

林
技
セ
ン
タ
ー

　

８
月
２
日
、
林
業
技
術
セ
ン

タ
ー
で
独
自
要
求
書
作
成
に
向

け
た
討
論
を
行
っ
た
。
「
特
用

林
産
物
の
研
究
部
門
は
１
人
体

制
で
あ
り
、
人
事
異
動
に
お
け

る
業
務
の
継
続
性
に
課
題
が
あ

る
ほ
か
、
中
国
・
雲
南
省
と
の
連

携
事
業
も
あ
り
、
１
人
増
を
」
、

「
林
業
ア
カ
デ
ミ
ー
を
担
う
研

修
部
門
の
体
制
も
ギ
リ
ギ
リ
で

　

連
合
岩
手
と
平
和
環
境
県
セ

ン
タ
ー
、
Ｋ
Ａ
Ａ
Ｋ
Ｋ
Ｉ
Ｎ
岩

手
の
３
団
体
で
構
成
す
る
、
２

０
１
８
平
和
運
動
県
実
行
委
員

会
（
実
行
委
員
長
・
八
幡
博
文

連
合
岩
手
会
長
）
は
、
２
０
１

８
平
和
行
進
を
７
月
23
日
（
月
）

か
ら
26
日
（
木
）
ま
で
県
内
３

コ
ー
ス
に
て
開
催
し
た
。
平
和

行
進
に
先
立
ち
23
日
に
は
、
盛

岡
市
の
県
公
会
堂
前
で
平
和
行

進
出
発
式
を
開
催
し
、
核
兵
器

廃
絶
・
核
兵
器
開
発
即
時
中
止

な
ど
世
界
平
和
に
向
け
た
運
動

　

８
月
３
日
、
福
祉
総
合
相
談

セ
ン
タ
ー
分
会
で
は
児
相
体
制

強
化
に
係
る
独
自
要
求
書
作
成

に
向
け
討
論
を
行
い
、
「
法
改

正
の
ほ
か
児
童
虐
待
対
応
の
緊

急
対
策
も
あ
り
大
幅
な
増
員
が

不
可
欠
」
、
「
一
時
保
護
所
の

体
制
強
化
と
施
設
改
修
が
必

要
」
、
「
公
用
携
帯
の
全
指
導

員
へ
の
配
備
」
、
「
公
用
車
の

確
保
」
な
ど
の
要
望
が
挙
が

り
、
要
求
書
案
の
補
強
を
行
っ

た
。
児
相
課
題
は
、
今
後
、
一

関
、
宮
古
児
相
を
対
象
に
学
習

会
を
開
催
し
、
独
自
要
求
書
の

確
立
を
め
ざ
す
。

　

一
関
支
部
定
期
大
会
が
７
月

25
日
、
一
関
合
庁
入
札
室
に
お

い
て
開
催
さ
れ
た
。

　

大
会
冒
頭
、
佐
々
木
支
部
長

が
「
今
年
度
は
、
給
与
の
総
合

的
見
直
し
に
よ
る
現
給
保
障
期

間
の
最
終
年
度
で
高
齢
層
職
員

の
処
遇
改
善
の
取
組
が
必
要
。

支
部
組
合
員
、
県
職
労
本
部
一

体
と
な
っ
て
取
り
組
み
を
進
め

る
」
と
挨
拶
。

　

県
職
労
本
部
小
野
中
央
執
行

委
員
長
か
ら
当
面
の
情
勢
と
支

部
に
対
す
る
激
励
の
挨
拶
を
受

け
た
。

　

加
藤
書
記
長
か
ら
は
「
現
状
・

情
勢
の
十
分
な
把
握
の
う
え
で
、

お
か
し
い
こ
と
は
、
お
か
し
い

！
と
職
場
段
階
か
ら
声
を
出
し
、

安
心
し
て
働
き
続
け
る
こ
と
が

で
き
る
職
場
環
境
の
実
現
に
向

け
て
、
み
ん
な
で
話
し
合
い
、

み
ん
な
で
決
め
、
み
ん
な
で
行

動
す
る
取
り
組
み
を
進
め
、
組

織
強
化
を
基
軸
に
、
本
部
・
各

支
部
と
連
携
し
、
課
題
の
解
決

に
向
け
て
取
り
組
む
」
こ
と
を

柱
と
し
た
運
動
方
針
を
提
案
。

　

運
動
方
針
は
満
場
一
致
で
採

択
さ
れ
た
。

　

７
月
22
日
告
示
・
29
日
投
開

票
の
花
巻
市
議
会
議
員
選
挙
で

は
、
自
治
労
組
織
内
・
県
職
労

推
薦
の
「
若
柳
良
明
」
（
現
３

期
・
社
民
党
公
認
）
さ
ん
が

１
、
２
７
４
票
を
獲
得
、
少
数

激
戦
を
制
し
見
事
４
期
目
の
当

選
を
果
た
し
た
。

　

勝
利
し
た
若
柳
さ
ん
は
「
こ

れ
ま
で
地
元
大
迫
の
地
域
振
興

や
教
育
環
境
の
整
備
な
ど
、
結

び
ま
す
市
民
と
の
絆
を
モ
ッ
ト

ー
に
活
動
を
続
け
、
平
和
憲
法

を
活
か
し
た
市
政
運
営
も
訴
え

て
き
た
。
働
く
方
や
地
域
住
民

の
声
を
も
と
に
市
政
に
反
映
さ

せ
て
い
く
」
と
決
意
表
明
し
た
。

　

県
職
労
は
、
地
方
自
治
の
確

立
と
働
く
者
・
生
活
者
視
点
の

政
治
へ
の
転
換
を
め
ざ
し
、
来

年
の
参
議
院
選
挙
・
統
一
自
治

体
選
挙
を
見
据
え
、
政
治
学
習

等
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
。

　
２
０
１
８
年
度
第
１
回
職
員

労
働
安
全
衛
生
管
理
委
員
会
は
、

７
月
11
日
、
２
０
１
７
年
度
の

結
果
と
２
０
１
８
年
度
の
取
組

み
概
要
に
つ
い
て
協
議
を
し
た
。

会
議
で
は
、
定
期
健
康
診
断
結

果
が
報
告
さ
れ
、
２
０
１
７
年

度
は
、
Ｄ
判
定
者
（
Ｄ
２
健
康

及
び
要
観
察
、
Ｄ
３
事
後
措
置

不
要
）
が
１
，
７
７
０
人
（
前

年
１
，
６
８
７
人
）
の
判
定
と

な
り
微
増
。
精
神
疾
患
に
よ
る

療
養
状
況
は
、
２
０
１
７
年
度

は
52
人
（
前
年
度
53
人
）
と
横

ば
い
で
は
あ
る
も
の
の
、
う
ち

29
歳
以
下
が
15
人
と
前
年
度
に

引
き
続
き
若
年
層
の
精
神
疾
患

に
よ
る
療
養
者
が
多
い
状
況
だ
っ

た
。

　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
精

神
科
嘱
託
医
に
よ
る
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
相
談
件
数
は
２
０
１
７

年
度
は
57
人
（
前
年
度
24
人
）

と
昨
年
度
に
比
べ
て
２
倍
以
上

の
相
談
が
あ
っ
た
。

　

長
時
間
労
働
に
よ
る
健
康
障

害
防
止
の
た
め
の
保
健
指
導
は
、

対
象
者
が
３
７
２
人
（
前
年
度

６
９
０
人
）
と
大
幅
に
減
少
し

た
が
、
依
然
と
し
て
高
水
準
だ
。

こ
の
結
果
を
受
け
、
今
年
度
は
、

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
と
し
て
、

産
業
医
に
よ
る
保
健
指
導
の
強

化
、
管
理
職
に
対
す
る
研
修
や

臨
床
心
理
士
等
に
よ
る
巡
回
相

談
な
ど
実
施
回
数
の
増
、
「
か
・

え
る
の
日
」
と
タ
イ
ア
ッ
プ
し

た
エ
ス
ポ
ワ
ー
ル
い
わ
て
運
動

施
設
の
無
料
開
放
（
新
規
５

月
）
、
生
活
習
慣
測
定
会
（
内

臓
脂
肪
測
定
会
・
新
規
10
月
）

な
ど
を
実
施
し
、
職
員
の
健
康

維
持
・
改
善
に
取
り
組
む
と
し

た
。

　

県
職
労
か
ら
は
、
「
超
過
勤

務
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
昨
年

度
よ
り
減
っ
た
も
の
の
全
体
的

に
多
い
。
他
県
で
は
、
長
時
間

労
働
是
正
策
と
し
て
安
全
衛
生

委
員
会
を
活
用
し
た
職
場
巡
視

点
検
、
長
時
間
労
働
の
実
態
把

握
、
課
題
集
約
が
行
わ
れ
て
い

る
。
保
健
指
導
と
な
る
前
の
予

防
策
を
具
体
的
に
講
じ
る
べ

き
」
、
「
若
年
層
の
メ
ン
タ
ル

の
増
加
は
管
理
職
に
も
責
任
が

あ
る
。
研
修
回
数
を
増
や
し
て

も
受
講
し
な
け
れ
ば
意
味
を
な

さ
な
い
し
、
職
場
か
ら
一
人
と

い
う
も
の
で
も
な
い
。
管
理
職

は
全
員
が
セ
ミ
ナ
ー
の
受
講
を

必
須
に
す
る
べ
き
」
と
更
な
る

取
り
組
み
強
化
・
改
善
を
求
め
た
。

を
県
民
に
ア
ピ
ー
ル
し
、
平
和

行
進
を
ス
タ
ー
ト
し
た
。

若
柳
さ
ん
４
選
決
め
る

地
元
の
地
域
振
興
へ
決
意

花
　
巻

市
議
選

<

　
　>

高
校
生
平
和
大
使
も
参
加

あ
り
増
員
が
必
要
で
あ
る
ほ
か
、

必
要
な
資
格
取
得
も
課
題
」
と

の
意
見
が
挙
げ
ら
れ
、
要
求
書

案
の
補
強
を
行
っ
た
。
要
求
書

取
り
ま
と
め
次
第
、
農
林
水
産

部
へ
要
求
書
を
提
出
し
て
い
く
。

2017年度精神疾患による療養状況
内　訳 2012 2013 2014 2015 2016 2017

57
6,779 
118.9 
52
15
7
17
13
38
14
18
34

61
5,715 
93.7 
53
13
6
15
19
38
15
12
41

56
6,822 
121.8 
53
5
20
17
11
38
15
21
32

56
6,239 
111.4 
54
5
10
28
11
42
12
11
43

55
6,519 
118.5 
51
7
14
20
10
37
14
9
42

47
5,403 
115.0 
42
6
13
15
8
29
13
8
34

療養総人員  
療養総日数  
療養平均日数  
療養実人員  
 29歳以下
 30歳代　
 40歳代　
 50歳以上
 男 　
 女 　
 本庁　　
 出先　　

 年齢

 性別

 地区

　

26
日
夕
方
に
は
、
教
育
会
館

を
会
場
に
２
０
１
８
岩
手
県
中

央
平
和
集
会
が
開
催
さ
れ
、
県

職
労
も
参
加
。

　

八
幡
博
文
実
行
委
員
長
が
、

朝
鮮
半
島
の
非
核
化
に
向
け
て

動
き
始
め
た
こ
と
を
前
進
さ
せ

よ
う
等
と
あ
い
さ
つ
。
集
会
の

司
会
は
、
連
合
岩
手
事
務
局
長

佐
藤
伸
一
（
県
職
労
出
身
）
が

行
い
、
平
和
行
進
の
各
コ
ー
ス

の
行
進
の
報
告
と
「
ビ
リ
ョ
ク

だ
け
ど
ム
リ
ョ
ク
じ
ゃ
な
い
」

を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
高
校
生
１
万

人
署
名
を
集
め
て
い
る
第
21
代

高
校
生
平
和
大
使
が
、
核
兵
器

の
廃
止
と
署
名
へ
の
協
力
を
訴

え
た
。

　

集
会
の
最
後
に
全
体
で
、
次

代
の
子
供
た
ち
の
た
め
に
も
核

兵
器
の
な
い
平
和
な
社
会
実
現

へ
、
各
組
合
が
取
組
を
進
め
る

こ
と
を
確
認
し
た
。

〇


